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Preface

Preface

はしがき

W氏（編集者）：  さあ，始まりました！　労働法教科書私の推し本発表会！　本

日は，名だたる大学教員の皆様をお迎えし，学びやすい労働法教材を紹介して

もらいます！　皆さん，準備はよろしいですか？
F氏	： 私の推しはO先生らによる『ストゥディア労働法』です。無駄な情

報をそぎ落とし，最も重要なポイントだけを洗練された形で提示している本で

す。基礎から応用まで，的確なバランスでカバーしている点も秀逸です。短時

間で全体像をつかみ，その後の学習の足がかりにもなる。労働法の学習の第一

歩に最適です。
W氏	： コンパクトでありながら，本質をしっかり押さえているということで

すね！
O氏	： 私は，M先生の『プレップ労働法』を推します！ この本の魅力は何

と言っても，軽妙な語り口です。絵文字も交えたユーモアたっぷりの文章に，

思わずクスッと笑ってしまう表現が随所に散りばめられています。それでい

て，解説の的確性は失われていません。「笑っているうちに学んでしまう」。

夢のような教科書，名著です！
W氏	： 楽しみながら学べるというのは，学生にとって大きな魅力ですね！
S氏： M先生の『労働法』もいいですよ。専門家から実務家まで，幅広い層

に支持されている本ですが，私はあえて第 1 章の「労働法の歴史と機能」を推

したい。ここを読むことで，単なる法律の解釈を超えて，労働法がどのように

形成され，どのような社会的役割を果たしてきたのかが理解できます。歴史を

知ることは，今後の法制度のあり方を考えるうえでも重要です。
W氏	： 労働法を理解するための，盤石な基礎を築けるというわけですね！
U氏	： H先生による『ジョブ型雇用社会とは何か』は新書ですが教科書とし

ても使えます。伝統的な日本型雇用慣行とジョブ型雇用を対比させながら解説

した本ですが，労働法の法理が日本型雇用慣行と密接に結びつきながら形成・
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発展してきたことが鮮やかに説明されています。実務と法の結びつきを知る上

で格好の本だと思います。
W氏	： 理論だけでなく，実際の働き方に直結する内容というのは，学生にも

響きそうです！
W氏	： さて，ここまで 4 冊の素晴らしい教材をご紹介いただきました。どれ

も優れた教科書ですが，より深い理解のためには，判例を通じた学習が欠かせ

ません。
F氏	： 確かに，どの教科書も理論的な解説がしっかりしていますが，判例を

学ぶことで，制度の運用や法の趣旨をより具体的に理解できますね。
O氏	： 特に労働法は，実際の裁判例を通じて法の解釈や適用の実態を知るこ

とが重要です。良質な判例教材があれば，学習効果が飛躍的に高まります。
W氏	： そこで登場するのが『労働法判例 50！』です！ 重要な判例を 50 に

厳選し，簡潔な事案紹介，丁寧な解説，判示事項の要点を示すガイドを備え，重

要箇所には下線を引くことで，効率よく判例のエッセンスを学べる構成にしま

した。さらに関連判例も提示し，発展的な学習へと導きます！
S氏	： これは素晴らしい！ 判例集はすでに何種類かありますが，本書は新

しいタイプですね。読者にもやさしく，かつ学習の幅を拡げることができる理

想的な本です。
U氏	： 労働法を学ぶすべての人にとって，心強い味方になりそうですし，実

務的な観点からも必携の一冊ですね！
W氏	： ということで，皆さんもぜひ『労働法判例 50！』を活用し，労働法の

世界を楽しく学んでください！

2 0 2 5 年 1 月

著者を代表して　  大 木 正 俊

＊以上の会話は著者の一人である大木の創作です。実在の人物や団体などとは関係ありません。
＊編集者注：文中で取り上げられた教科書は，小畑史子＝緒方桂子＝竹内（奥野）寿『労働法』（有斐閣ストゥ
ディア），森戸英幸『プレップ労働法』（弘文堂），水町勇一郎『労働法』（有斐閣），濱口桂一郎『ジョブ型雇用
社会とは何か』（岩波書店）だそうです。
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著者紹介 ①私と労働，②執筆時に考えていたこと

大木正俊 植村 新

鈴木俊晴 藤木貴史
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①  小学校の入学式の日，校門をくぐり，短く細い桜並木
を歩きながら，「これが定年まで続く長い労働の第一歩な
のか」と，暗澹たる気持ちになりました。あの頃の自分に 

「楽しく働ける素敵な職業人生が待っているよ」と伝えてあ
げたいです。
②  これまで 「研究する人」として関わってきた研究者仲
間と，「教える人」として議論を交わせたことが，新鮮でし
た。学生の理解を深めるため，皆さんがさまざまな工夫を
凝らしていることを知り，学ばされました。

①  法科大学院で受けた労働法の授業が面白くて，同級
生の大半が法曹になる中，研究者の道を選びました。とて
も悩みましたが，最後は「人生は一度きり」と考えて決心し
ました。
②  私が感じた労働法の面白さを少しでもお伝えできれば
と思いながら解説を作りました。個人の生活（ミクロ）と
社会の構造（マクロ）の双方に直接関わるダイナミックさ
を味わっていただけたら嬉しいです。

①  社会学専攻だった大学 3 年生のとき，たまたま受講し
た佐藤博樹先生の「人事労務管理」の講義が衝撃的に面
白くて，それ以来ずっと人事や労働法を勉強しています。
②  できるだけ簡潔に書くことを心掛けていたのですが，
簡潔に書こうとすると情報が抜けて逆に分かりにくくなる，
という矛盾に苦しんでいました…。

①  大学入学と共に上京したときは，研究者として働くとは
思いませんでした。どうにか人前で話せているのは，学生
時代の合唱部の経験のおかげかもしれません。
②  労働法は，身近であるのと同時に，法律学の応用編で
もあります。注や図表が，みなさんのイメージを喚起する
手助けになりますよう。

執筆担当：ChapterⅠ・Ⅴ，Introduction Ⅰ-1・Ⅱ-1・Ⅲ-3・
Ⅴ-1，判例 01・02・05～08・26・27・34・35・48 ～ 50

執筆担当：Chapter Ⅲ，Introduction Ⅲ -2，Ⅳ - ３，
判例 04・28 ～33・43 ～ 47

執筆担当：Chapter Ⅱ，Introduction Ⅱ -2・3，
判例 09 ～ 21

執筆担当：Chapter Ⅳ，Introduction Ⅲ-1・4・Ⅳ -1・2，
判例 03・22 ～25・36 ～ 42

Masatoshi Ohki Arata Uemura

Toshiharu Suzuki Takashi Fujiki
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本章で学ぶこと

Chapter

　労働法が対象とするのは雇用という働き方で
ある。人間は狩猟採集による自給自足の時代か
らずっと，しごとをする（＝はたらく）ことで生
活をしてきたが，他人の命令を受けて就労する
という働き方（雇用）は，産業革命で機械によ
る大量生産が可能となってから普及した。
　雇用という働き方が普及した 18 世紀当時，
民法のルールは当事者が対等な関係にあること
を前提としていた。しかし，労働契約において
は，使用者（雇う側）は労働者（雇われる側）と
比べて強い立場にある。たとえば，雇用におい
ては，労働者は使用者の指揮命令のもとで働く
ことを義務づけられており，使用者の命令に従
わなければならない（法的にその命令が有効かは
別問題だが）。また，経済的な面においても使用
者は強く，労働者を一人ぐらい解雇しても使用
者の経済状況がゆらぐことはあまりないが，労
働者にとって，解雇は生活の糧を失う大問題で
ある。以上のように，労働者は，使用者に対し
て従属しているのである（従属性）。
　従属性があるがゆえに，労働者は，使用者か
らの無理な要求にも同意せざるを得ない。対等
な関係であることを前提に，当事者の合意を尊
重する民法のルールのもとでは，このような労
働者による同意であっても法的には原則として
有効とされ，第三者がその内容に介入すること
はできない。しかしながら，このように不本意
ながらなされた労働者の同意に基づく労働者と
使用者の「合意」は，実質的には使用者による
一方的決定に過ぎない。これが法的に有効とさ
れてしまうと，使用者は容易に不当な労働条件
で働かせることができてしまう。結果として，
雇用という働き方が普及した当時は酷い労働条
件で働く労働者が大量に発生した。労働法は，
この対等を前提とした民法のルールを修正して，
その酷い状況を解消するために生まれた法分野
である。
　この Chapter では，労働法の基礎的枠組みを
形成する，労働者および使用者の概念に係る裁
判例，そして労働関係の規律にしばしば関与す
る過半数代表者に係る裁判例を取り上げる。

総
論

Ⅰ 労働法の登場人物

Contents

Ⅰ　総論
Ⅱ　労働保護法
Ⅲ　労働契約法
Ⅳ　集団的労使関係法
Ⅴ　労働市場法
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1．「働くこと」の法的意味

　みなさんが就職先やバイト先で働き始めるとき，法律学は，みなさん労働者が，就

職先やバイト先と，「労働契約」を結んだ，と表現する。仕事を辞める／始めること

は，労働契約の終了／成立の問題であり，契約のルール
＊1

に沿って考えることになる。
2．労働契約の終了
図　契約終了のフローチャート

懲戒解雇 普通解雇 合意解約 辞職・任意退職

労働者が辞めたいお互いに
辞めたい／

辞めさせたい

労働者との
合意なし

企業秩序
違反の制裁

規律
違反

労働能力欠如
勤務成績不良

経営上の理由
（整理解雇）

労働契約の
存続が不可能

使用者との
合意なし

解雇 退職

使用者との
合意あり

使用者との
合意あり

◎契約終了の合意
◎事前の合意

・契約期間の満了（雇止め）
・病気休職期間の満了
・定年による契約終了

使用者が辞めさせたい

僕や赤ペンちゃんは，会社を辞めたくなかったのにクビにされたんだ。シャーペンくん
は，会社のお金を盗んでクビだって！　でも，消しゴムくんは起業するために自分から
辞めたんだよ。

　労働契約は，原則として，「解雇」か「退職」によって終了する。「解雇」とは，使

用者の意思表示により，労働契約を終了させることである。解雇には，①労働者に対

する制裁を目的とする懲戒解雇
＊2

（シャーペンくんの場合）と，②労働契約の存続が不可

能となったためにする普通解雇（エンピツくん・赤ペンちゃんの場合）の 2 種類がある。

　これに対して退職とは，労働者の意思表示（あるいは労使の合意）によって，労働契

約を終了させることである（消しゴムくんの場合）。退職の場合，解雇に適用されるル

072

労働契約法Ⅲ

労働契約の成立と終了

1
Contents

Ⅲ - 1　 労働契約の成立
と終了

Ⅲ - 2　労働契約の展開
Ⅲ - 3　非正規労働
Ⅲ - 4　企業変動

ココ！

労働契約の成立と終了

1
＊1│契約
契約のルールは，労働
法だけを見ても分からな
い。民法（契約法）の勉
強が必要になる。

＊2│解雇の種類
実務的には，懲戒解雇
と普通解雇の最も大きな
違いは，退職金支払の
有無である。ほとんどの
企業において，懲戒解
雇の場合には退職金の
一部または全部が支払
われない（［判例32］・

［判例33］）。
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ールの多くは適用されない。そのため，使用者が執拗に退職を迫ることも多く（退職

勧奨），紛争も生じやすい。

僕は，「顔が気に入らない」からクビにされたんだ。赤ペンちゃんは，「不況で会社がつぶ
れそうだから」だって。明日からどうやって生活すればいいんだろう。それにしても，
つぶれそうなのに，社長の報酬はなぜあんなに高いままなの？

　労働法のない時代，契約期間
＊3

の定めがない限り，使用者は労働者を自由に解雇する

ことができた（民法 627 条）。しかしほとんどの場合，労働者は働けないと生計を維持

できない。しかも日本の労働者は，長期的に 1 つの企業で働くことが多い（長期雇用

慣行
＊4

）。だから，解雇自由は，使用者が労働者の生活基盤を一方的に奪うことにつな

がる。しかも，いつ解雇されるか分からない状況では，労働者も使用者に権利を主張

することをためらうし，使用者は労働者に無理難題を吹っ掛けることができる。それ

ゆえ，恣意的な解雇を法的に制約するルールが生まれた［判例 22］。

　それは，会社が経営難の場合でも変わらない。経営難にかこつけて，気に入らない

労働者を解雇する場合もあるからだ。そこで，本当に経営難なのか，解雇以外の手段

はないのかをチェックするルールも存在する［判例 23］。
3．労働契約の成立

契約が成立していれば，解雇は制限されるんだね！　でも，契約はいつ成立するの？　
僕はちょうど，株式会社フデバコの面接を受けたけど，内定が出たら契約成立？　面接
のときは，病気になったことがないか，しつこく聞かれて困ったよ。

　民法によれば，A さんと B さんの契約が成立するのは，A さんが契約を申込み，B

さんがそれを承諾したときである（民法 522 条 1 項）。しかし，実際の就職
＊5

は，大学や

高校を卒業予定の学生が，卒業前に面接を受けて「内々定」や「内定」をもらい，卒

業してから働き始める，というプロセスを経ることが多い。そこで，契約が成立した

時期を判断するルールが重要になる［判例 25］。その時期以降は，会社が一方的に

「やっぱり働かせない」とはいえないからである。

　逆に会社は，契約の成立前に労働者の適性を見極める必要がある。しかし，そのた

めにお試しで働かせる場合であっても，会社の恣意的な判断を防ぐために，一定のル

ールは必要となる［判例 24］。また，適性を見極めるためとはいえ，どんなことでも

調査してよいわけではない。たとえば労働者にもプライバシー権があり，病歴にもプ

ライバシー権が及ぶ。したがって，特段の事情がない限り労働者は病歴を申告する義

務はない。使用者も，無断で病気検査をしたり，その情報を利用することは許されな

い
＊6

。
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＊6│病歴の検査
たとえば病院が職員の
採用に際し，患者として
受診した際に収集した
HIV感染情報を利用す
ることは違法である（社
会福祉法人北海道社会
事業協会事件・札幌地
判 令 和 元・9・1 7 労 判
1214号18頁）。

＊3│契約期間
日本で，契約期間に定
めのない長期雇用慣行
が広まったのは，早く見
積もっても1920年代以
降であり，それ以前は契
約期間に限りのある働き
方も普通だった。

＊5│新卒一括採用
本文のような就職を，

「新卒一括採用」と言い，
日本に特有の採用シス
テムである（日本的雇用
慣行）。中途採用の場合
のように，企業や労働者
が個別に申込み，それを
相手が承諾する，という
方法もある（適用される
労働法のルールに大き
な違いは見られない）。

＊4│長期雇用慣行
日本以外でも，長期雇用
慣行のある国では，解雇
制限法理が発達してい
る。他方でアメリカのよう
に，解雇が差別等になら
ない限り自由にできる国
もある。アメリカでは，妻
を逮捕された社長が腹
いせに，警察官の家族
を解雇することも自由で
ある。



事案をみてみよう
　X らは鉄鋼の製造・販売等を業とする Y 社の従業員であり，A 組合の組合員である。

Y 社の就業規則には「会社は従業員に対し業務上の必要によって社外勤務をさせるこ

とがある」旨の規定があった。また，Y 社と A 組合が締結した労働協約（社外勤務協

定）には，①出向期間は原則 3 年以内とするが業務上の必要により延長がありうるこ

と，②出向期間は Y 社の勤続年数としてカウントすること，③出向者の就業時間，

休日，休暇等は出向先の規定により，昇格・昇給等の査定は出向先における勤務成績

を基に Y 社の勤務者と同一基準で行うこと，④出向者の給与・賞与は出向先の定め

るところによるが，それが Y 社の規定による支給額に満たないときは差額を支給す

ること等が定められていた。

　ある年，Y 社の経営が戦後最悪の状態にまで悪化した。こうした状況に対応するた

め，Y 社は，経営合理化の一環として製鉄所構内の輸送業務のうち鉄道輸送部門の業

務
＊1

を B 社に委託することとした。これに伴い，Y 社は，委託作業を円滑に遂行する

のに必要な技能や経験を保有する者という観点から X らを含む鉄道輸送作業に従事

していた従業員を出向措置の対象者として選定し，X らに B 社への出向を命じた。

　X らは上記出向命令は無効であるとして，B 社で就労する義務を負わないことの確

認を求めて訴えを提起した。

読み解きポイント

使用者が労働者に出向を命ずる権限を有するのはどのような場合だろうか。
本判決はどのような事情に着目して出向命令が権利の濫用に当たるか否か
を判断しているだろうか。

1
2

判決文を読んでみよう
（1）　「（1）本件各出向命令は，Y 社が……一定の業務を協力会社である B 社……に

業務委託することに伴い，委託される業務に従事していた X らにいわゆる在籍出向

を命ずるものであること，（2）X らの入社時及び本件各出向命令発令時の Y 社の就

業規則には，『会社は従業員に対し業務上の必要によって社外勤務をさせることがあ

る。』という規定があること，（3）X らに適用される労働協約にも社外勤務条項とし

て同旨の規定があり，労働協約である社外勤務協定において，社外勤務の定義，出向
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30 出向命令 新日本製鐵（日鐵運輸第 2）事件

最高裁平成15年4月18日第二小法廷判決（労判847号14頁） ▶百選63

＊1│構内での鉄道輸
送

一般に製鉄所の敷地は
広く，輸送する貨物は重
いため，鉄道での貨物
輸送が必要になる。たと
えば，日本製鉄九州製
鉄 所の敷 地 面 積は約
1112万m2（3.3km四
方）にも及ぶ。



期間，出向中の社員の地位，賃金，退職金，各種の出向手当，昇格・昇給等の査定そ

の他処遇等に関して出向労働者の利益に配慮した詳細な規定が設けられていること，

という事情がある。

以上のような事情の下においては，Y 社は，X らに対し，その個別的同意なしに，
Y 社の従業員としての地位を維持しながら出向先である B 社においてその指揮監督
の下に労務を提供することを命ずる本件各出向命令を発令することができるというべ
きである。」
（2）　「Y 社が……一定の業務を B 社に委託することとした経営判断が合理性を欠く

ものとはいえず，これに伴い，委託される業務に従事していた Y 社の従業員につき

出向措置を講ずる必要があったということができ，出向措置の対象となる者の人選基

準には合理性があり，具体的な人選についてもその不当性をうかがわせるような事情

はない。また，本件各出向命令によって X らの労務提供先は変わるものの，その従

事する業務内容や勤務場所には何らの変更はなく，上記社外勤務協定による出向中の

社員の地位，賃金，退職金，各種の出向手当，昇格・昇給等の査定その他処遇等に関

する規定等を勘案すれば，X らがその生活関係，労働条件等において著しい不利益を

受けるものとはいえない。そして，本件各出向命令の発令に至る手続に不相当な点が

あるともいえない。これらの事情にかんがみれば，本件各出向命令が権利の濫用に当
たるということはできない。」

この判決が示したこと

就業規則や労働協約に出向を命じうる旨の規定があり，かつ，出向労働者の利
益に配慮した詳細な規定が設けられている場合，使用者は労働者の個別的同
意がなくても出向を命ずる権限を有する。
本判決は，ⓐ出向の必要性，ⓑ人選基準の合理性と具体的な人選の相当性，ⓒ
出向対象者が生活関係や労働条件等において受ける不利益の有無・程度，ⓓ
出向命令の発令に至る手続の相当性に着目して出向命令が権利の濫用に当た
るか否かを判断している。

解説
Ⅰ．そもそも出向とは？
　出向（在籍出向）とは，使用者（出向元）が労働者との労働契約を維持したまま労働

者を他企業（出向先）での業務に従事させることをいう。出向は，労働者が他企業に

出て働くようになる点で同一企業内での勤務地・業務の変更に留まる配転と異なり，

元々の使用者との労働契約が維持される
＊2

点でそれが解消される転籍（転籍出向）と異

なる（→図1～3）。

　出向元と出向先の間には，親会社・子会社や融資元・融資先など何らかの提携関係

があることが多い。出向は，関連会社への経営・技術指導や従業員の能力開発，経営

悪化時の雇用調整
＊3

といった目的で，配転と同じくわが国で広く行われている。

1

2
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＊2│枝分かれする契
約

この結果，元々1本だっ
た出向元との労働契約
が出向元との労働契約，
出向先との労働契約の
2本に枝分かれすること
になる（→図2）。各契約
の内容（賃金はどちらが
支払うか，解雇権はどち
らが持つか）は，出向
元・出向先の間の出向
契約や意思解釈によっ
て決まる。

＊3│コロナ禍での雇
用調整

近年でも，コロナ禍で不
況に陥った航空会社の
従業員が一時的に他業
界の企業に出向すると
いった動きが見られた。

図 2　出向

A社
B社

図 1　配転

A社

労働契約

勤務地
・業務

図 3　転籍

A社
B社



Ⅱ．「出向あり」，一言書いただけじゃダメ
　出向命令も使用者の人事権行使なので，その効力はやはり，㋐「使用者に出向を命

ずる権限はあるのか」（権限審査），㋑「使用者による出向命令が権利の濫用になって

いないか」（濫用審査）によって判断される。現在，出向に関するこの判断枠組みは労

契法 14 条
＊4

に定められている。

　㋐権限審査について，出向は出向元が労働者に対して有する指揮命令権の一部を出

向先に譲渡することを意味するため，配転命令にはなかった考慮を要する。具体的に

は，「使用者は，労働者の承諾を得なければ，その権利を第三者に譲り渡すことがで

きない」と定める民法 625 条 1 項との関係で，この「労働者の承諾」の内容が問題

になる。

　この問題について，一方の極には，◯α 個別の出向命令ごとに労働者の個別の同意

がなければ「労働者の承諾」があるとはいえないという

見解があった。これに対して，他方の極には，◯β 配転

命令の場合と同様，「会社は業務上の都合により従業員

に出向を命ずることがある」といった程度の抽象的・包

括的な規定に労働者が（就業規則などを通じて）同意して

いれば「労働者の承諾」として十分であるという見解も

あった。こうした中で本判決は，「個別的同意なしに

……本件各出向命令を発令することができる」と判示し

ており，◯α の見解には立っていない。しかし，出向を

命じうる旨の抽象的・包括的な規定に加えて「出向労働

者の利益に配慮した詳細な規定が設けられている」という事情を指摘して出向命令権

を肯定していることから，◯β の見解よりは具体的・個別的な規定が必要と考えてい

るように読める（判決文 （1））。この，◯αと◯βのいわば中間に立つという本判決の見解
（具体的規定説）の背後には，出向が配転にはない不利益（例：指揮命令権者や給与支給者

の変更，労働条件の低下，労働関係の複雑化）を労働者にもたらしうるという考慮がある

ものと思われる
＊5

。

Ⅲ．濫用審査と労契法 14 条
　㋑濫用審査について，本判決をベースに立法された労契法 14 条では，出向命令が

権利の濫用か否かは「その必要性，対象労働者の選定に係る事情その他の事情に照ら

して」判断するとされている。判決文 （2） のうち，この判例が示したこと②で見た

ⓐが「その必要性」，ⓑが「対象労働者の選定に係る事情」，ⓒおよびⓓが「その他の

事情」に対応するものと整理できる。これらの判断要素は，配転命令における濫用審

査の判断要素（［判例 28］）とおおよそ同じと考えておけばよい。

　本件では勤務場所や業務内容が変わらず，給与水準の差額も補填されるという特殊

な事情があったため，ⓒ労働者が受ける不利益の程度は高くなく，ⓐ，ⓑ，ⓓにも問

題はないため本件各出向命令は濫用ではないと評価された（判決文 （2））。
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＊4│労契法 14条
「使用者が労働者に出
向を命ずることができる
場合において，当該出
向の命令が，その必要性，
対象労働者の選定に係
る事情その他の事情に
照らして，その権利を濫
用したものと認められる
場合には，当該命令は，
無効とする」。このうち，

「使用者が労働者に出
向を命ずることができる
場合において」が権限
審査に，「その権利を濫
用したものと認められる
場合」が濫用審査に対
応している。

＊5│権限審査のハー
ドル

元の雇用主（転籍元）と
の労働契約を解消して
他企業（転籍先）との労
働契約を成立させる転
籍の場合，その都度労
働者の個別的な同意が
必要と解されている。こ
のように，人事権の権限
審査において求められ
るハードルは，当該権限
が行使されることで労働
者が受ける影響が大きく
なるほど高くなると整理
できる（→図4）。

図 4
権限に必要な根拠

転籍

出向

配転

労働者が受ける不利益大中小

個別的同意

具体的規定

包括的規定
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